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「退職後の収支計画に関する意識調査」結果 

 

社会システム研究所  有森 美木 

 

-------------------------------------------- 要  約 -------------------------------------------- 

日興フィナンシャル・インテリジェンスは、退職後の収支計画（リタイアメント・プラ

ンニング）の現状とニーズを把握するために、退職世代（50 代、60 代）の人 411 名を対

象に意識調査を行った。調査の結果、以下のことが明らかになった。 

 

・ 60代と富裕層の 4分の 1は、給料と年金等の収入という複数の収入源を持っている。 

・ 退職後に適当と考える生活費は、金融資産残高の違いによる意識差があまり見られな

い。 

・ 退職後の金融資産の使い道は、資産運用へのニーズが最も高くなっており、運用先は、

株式投資が最も多く、続いて、投資信託、預貯金が多くなっている。 

・ 退職世代の 64％が退職後の収支計画を立てている。 

・ 退職後の収支計画を立てた人の 8割近くは、金融機関には相談せずに収支計画を立て

ている。収支計画のアドバイザーとして金融機関が果たしている役割は限定的となっ

ている。 

・ 収支計画を立てる際に金融機関から受けた提案・サービスの内容は、特に富裕層の場

合、定期分配型投資信託とポートフォリオの提案・サービスが非常に多い。 

・ 退職後の金融資産の活用方法として、富裕層は「できるだけ多くの資産を残す」こと

を望む一方で、50代と富裕層以外は「自分のために全部使う」ことを望んでいる。 

・ 収支計画を立てていない理由は、「年金等の収入で暮らしていけると思うから」が

39.9％と最も多く、特に 60 代、退職後、富裕層においては、その割合がさらに高く

なっている。一方、50代、退職前、富裕層以外では、「将来の収入（退職金・年金の

受取額）が分からないから」と回答する割合が高くなっている。 

・ 収支計画を立てていない 60代、退職後、富裕層以外は、「インターネットで収支計画

を提案するサービス」を求めている。 
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1．調査の概要 

■ 調査の目的 

本調査は、退職前後の人における、退職後の収支計画（リタイアメント・プランニン

グ）の設計状況と今後のニーズを把握することを目的とする。 

 

■ 調査項目 

(1) 退職世代の収入源 

(2) 退職後の毎月の生活費 

(3) 退職後の金融資産の活用方法 

(4) 退職後の収支計画の設計状況 

(5) 退職後の収支計画を立てている人の現状とニーズ 

(6) 退職後の収支計画を立てていない人の現状とニーズ 

 

■ 調査の対象 

50代、60代の世帯主（以下、「退職世代」）で、金融資産を 1000万円以上持つ人 

 

■ 調査の期間 

2007年 9月 26日～27日 

 

■ 調査の方法 

インターネット調査（調査はマクロミル社に依頼） 
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■ 回収結果 

サンプル数（＝回答数） 411（割付は次の通り） 

金融資産 1000～3000万円 3000～5000万円 5000万円～１億円 １億円以上 

50-59歳 52名 52名 52名 52名 

60-69歳 52名 52名 52名 47名 

 

■ 本調査における定義 

－「退職後」の定義 － 

本調査では、「退職後」の定義を、給料の有無で判断するのではなく、総収入に占め

る給料の割合が 50％以上か否かによって判断し、50％以上であれば「退職前」、50％

未満であれば「退職後」とした。現在は、高年齢者の雇用市場が拡充しつつあること

から、定年後、すぐに仕事から完全に離れるというよりも、フルタイムからパートタ

イム就労への移行を経て、段階的に引退するケースが増えている。本調査では、こう

した引退途中の人について、上記基準を用いて退職しているか否かを外形的に判断し

た。 

 

－「富裕層」の定義 － 

本調査では、金融資産 1億円以上を「富裕層」、1,000万円以上 1億円未満を「富裕

層以外」と呼ぶ。本調査では、回答者の 4分の 1が富裕層にあたる。 

 

     ＜退職前後の割合＞            ＜富裕層の割合＞ 
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2．調査結果 

（1）退職世代の収入源 

 

 

現在、勤労収入（給料）があるかどうかについて質問したところ、「給料があり、総

収入の 50％以上が給料」が 48.7％、「給料はあるが、総収入の 50％以上は給料以外（年

金、不動産収入など）」が 18.2％、「給料は全くない」が 33.1%となっており、回答者

の 7割弱が給料収入を得ている。 

 

属性（50 代・60 代、退職前・退職後、富裕層・富裕層以外）別に見ると（左表）、

50代の 81.7％、60代の 51.7％が給料を得ている。また、50代の 30.8％、60代の 72.4％

が前述で定義した「退職後」に該当する。60 代と富裕層については、4 分の 1 が「給

料以外の収入が 50％以上」と回答しており、給料と年金等の収入という複数の収入源

を持つ人が 50代や富裕層以外よりも多くなっている。 

 

年齢・金融資産残高別に見ると（右表）、給料が全くない人の割合は、50代では金融

資産が多いほど高い一方で、60 代の 1 億円未満までは金融資産が多いほど低くなって

いる。 

 

  

 

 

 

 

 

 

50 代の 81.7％、60 代の 51.7％が何がしかの給料を得ている。また、60 代と富裕

層の 4分の 1は、給料と年金等の収入という複数の収入源を持っている。 
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18.2%

33.7%

31.3%

48.3%

18.3%
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（2）退職後の毎月の生活費 

 

 

退職後に適当と考える生活費は月額いくらかという質問に対し、「30 万円以上～60

万円未満」（51.1%）が最も多く、次いで「30 万円未満」（40.9％）となっている1。ま

た、属性別に見ると（左表及び右表）、どの属性においても 8割以上の人が「30万円未

満」又は「30万円以上～60万円未満」と回答しており、退職後の生活費への意識に大

きな差はないことが明らかになった。富裕層の約 2割は、生活費は 60万円以上が適当

と回答する一方で、30万円未満と回答する人も約 3割いる。 

 

退職前・退職後別に見ると、退職後は退職前と比べて「30万円未満」が 5.6%ポイン

ト高い一方で「30 万円以上～60 万円未満」が 3.7%ポイント低くなっており、退職前

よりも生活費に対する意識がややシビアになっている。また、富裕層では、「60万円以

上～90 万円未満」（10.1％）と「90 万円以上」（9.1％）がそれぞれ約 1 割を占めてい

る。 

 

 

退職後に適当と考える生活費は、どの属性においても、8割以上の人が「30万円未

満」又は「30 万円以上～90 万円未満」と回答しており、金融資産残高による退職後

の生活費への意識に大きな差はない。 
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（3）退職後の金融資産の使い道 

 

 

退職後、金融資産をどう使う予定か（既に退職されて場合は、どう使っているか）に

ついて質問したところ（複数回答）、「資産運用を行う」が 70.1%と最も高く、続いて、

「日々の生活費に使う」60.6％、「臨時の出費に使う」53.0％、「ローンの返済に使う」

6.1%、「その他」2.7%となっている。「その他」（自由回答）では、子供への遺産、趣味・

旅行等のレジャー、家の修繕費、貯金が挙げられている。 
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退職後における金融資産の使い道（複数回答）は、資産運用（70.1%）、日々の生活

費（60.6%）、臨時の出費（53.0%）で高くなっている。属性別に見ると、資産運用へ

のニーズは、退職後（73.5％）と富裕層（83.8％）で高くなっている。 

また、どの金融商品で資産運用をするか（複数回答）については、株式投資（81.3％）

が最も多く、続いて、投資信託（64.2％）、預貯金（61.5％）となっている。 
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退職前・退職後別に見ると、退職後は退職前よりも「資産運用を行う」が 7％ポイン

ト高く、「日々の生活費に使う」が 13.5%ポイント低くなっており、生活費よりも資産

運用へのニーズが高くなっている。この理由として、退職後は年金等の収入額が明確で

あるため、収入・金融資産から生活費を除いた額のうち、いくら資産運用に充当できる

かも明らかであり、退職前よりも資産運用計画を立てやすいことが挙げられる。富裕

層・富裕層以外別に見ると、「資産運用を行う」は富裕層で 83.8％、富裕層以外で 65.7%

となっており、富裕層では、富裕層以外と比べて資産運用のニーズが高くなっている。 

 

＜資産運用の対象となる金融商品＞ 
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いいえ

36.0%

はい

64.0%

また、「資産運用を行う」と回答した人に対し、どの金融商品で運用する予定か（既

に退職している場合は、どの金融商品で運用しているか）を質問したところ（複数回答）、

「株式投資」が 81.3%と最も高く、以下、「投資信託」64.2%、「預貯金（円貨建て）」

61.5％、「国債、公社債」35.8％、「個人年金保険（変額年金を含む）」26.7％、「外貨建

て商品」31.6%、「その他」2.4％となっている。「その他」（自由回答）の内訳は、外国

為替証拠金取引（FX）、金などとなっている。 

 

資産運用へのニーズは、退職前・退職後ではほとんど差異が見られない。また、富裕

層・富裕層以外別に見ると、富裕層では富裕層以外と比べて株式投資が 6％ポイント高

くなっており、株式投資へのニーズがより高くなっている。 

 

（4）退職後の収支計画の設計状況 

 

 

退職後の収支計画（以下、「収支計画」という。）

を立てているか（既に退職している場合は、収支計

画を立てていたか）について質問したところ、

64.0%が収支計画を立てている（又は立てていた）

ことが明らかになった。 

 

また、収支計画の設計状況を属性別に見ると、

50 代（54.8％）よりも 60 代（73.4％）、退職前（48.5％）よりも退職後（78.7％）の

方が立てている人の割合が高くなっている。一方、富裕層・富裕層以外別に見ると、収

支計画の設計状況に大きな差が見られない結果となっている。このことから、収支計画

は、金融資産の大きさではなく、年齢や退職状況に応じて設計されているといえる。 

退職世代の 64％が退職後の収支計画を立てている（又は立てていた）。 

属性別に見ると、収支計画は、金融資産の大きさではなく、年齢や退職状況に応じ

て設計されている。 
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（5）退職後の収支計画の立てている人の現状とニーズ 

(4)で収支計画を立てている（又は、立てていた）と回答した人を対象に、さらに、

①相談した金融機関、②金融機関から受けた提案・サービス／今後受けたい提案・サー

ビス、③退職後の金融資産の活用方法について質問した。 

 

①相談した金融機関 

 

 

収支計画を立てる際、どの金融機関に相談したかを質問したところ（複数回答）、8

割近くが「いずれの金融機関にも相談していない」（79.5％）と回答しており、退職後

の収支計画のアドバイザーとして金融機関が果たしている役割は限定的であることが

明らかにされた。 

 

収支計画を立てる際に、どの金融機関に相談したかを質問したところ（複数回答）、

8 割近くの回答者は金融機関に相談しておらず、収支計画のアドバイザーとして金融

機関が果たしている役割は限定的となっている。 

また、相談した金融機関を見ると、全体では、銀行（10.6％）、証券会社（9.9％)

が多いが、富裕層においては銀行（14.3%）よりも証券会社（15.9%）に相談する割

合が高い。 
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一方、相談した金融機関を見ると、「銀行」（10.6%）、「証券会社」9.9%、「信託銀行」

4.6%、「郵便局」3.4%、「生命保険会社」2.7％、「信用金庫、信用組合」1.5％となって

いる。属性別に見ると、富裕層においては、銀行（14.3%）よりも証券会社（15.9%）

に相談する割合が高くなっている。 

 

80.5%

76.2%

84.3%

71.1%

83.2%

74.6%

79.5%

8.0%

15.9%

7.2%

14.4%

8.1%

12.3%

9.9%

6.3%

1.8%

2.7%

3.2%

1.8%

3.4%

1.8%

1.5%

4.0%

6.3%

4.8%

4.1%

4.0%

5.3%

4.6%

9.5%

14.3%

7.2%

16.5%

8.7%

13.2%

10.6%

1.8%

4.1%

3.4%

1.5%
3.5%

1.8%

6.2%

4.7%
1.3%

2.1%

1.2%

1.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富裕層以外

富裕層

退職後

退職前

60代

50代

全体

銀行に相談した

信託銀行に相談した

信用金庫、信用組合に相談した

郵便局に相談した

生命保険会社に相談した

証券会社に相談した

上記いずれの金融機関にも相談
していない
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②金融機関から受けた提案・サービス／今後受けたい提案・サービス 

 

 

①で収支計画を立てる際に金融機関に相談したと回答した人（54 名）に対し、金融

機関からどのような提案・サービスを受けかについて質問したところ（複数回答）、「投

資信託の分配金を定期的に受け取る提案・サービス（定期分配型投資信託）」61.1％が

最も多く、続いて「退職後の収入・支出額を試算するサービス」42.6％、「ポートフォ

リオに関する提案・サービス」29.6％、「積み立てたお金を年金という形で受け取る提

案・サービス（個人年金）」18.5%、「その他」3.7%となっている。 

 

2.6%

6.7%

7.7%

0.0%

0.0%

6.9%

3.7%

23.1%

46.7%

30.8%

28.6%

36.0%

24.1%

29.6%

73.3%

62.1%

61.1%

26.7%

17.2%

18.5%

44.8%

42.6%

65.4%

57.1%

60.0%

56.4%
15.4%

7.7%

28.6%

20.0%
40.0%

53.6%

30.8%

40.0%

43.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富裕層以外

富裕層

退職後

退職前

60代

50代

全体

退職後の収入・支出額を試算するサービス
積み立てたお金を年金という形で受け取る提案・サービス
投資信託の分配金を定期的に受け取る提案・サービス
ポートフォリオ（金融商品の組合せ方）に関する提案・サービス
その他のサービス　　　

 

 収支計画を立てる際に金融機関から受けた提案・サービスについては（複数回答）、

「定期分配型投資信託」が 61.1％と最も高く、続いて「退職後の収支の試算」42.6％、

「ポートフォリオの提案・サービス」29.6%、「個人年金」18.5%となっている。富裕

層においては、定期分配型投資信託（73.3%）とポートフォリオの提案・サービス

（46.7%）が富裕層以外と比べて非常に高くなっている。 
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「その他」（自由回答）には、仕組み債などが挙げられている。定期分配型投資信託

の提案・サービスが多い理由としては、退職金等のまとまった資金をインカムフローに

するという特性が、退職世代のニーズに合っていることが考えられる。 

 

属性別に見ると、富裕層においては、定期分配型投資信託（73.3%）とポートフォリ

オの提案・サービス（46.7%）が富裕層以外のそれと比べて非常に高くなっている。ま

た、退職前・退職後を比べると、退職後では個人年金とポートフォリオの提案・サービ

スが少なくなっており、これらの提案・サービスは、退職前の人を中心に提供されてい

ることが分かる。 

 

また、今後受けたい提案・サービスについて質問したところ（自由回答）、「定期的な

利息収入」、「FP による退職までの定期的な診断」、「効率的な運用方法についての提

案」という回答があった。一律な資産運用アドバイスから、個々人のニーズに対応しう

るオーダーメード型のアドバイスが、より求められているといえよう。 

 

③退職後の金融資産の活用方法 

 

 

退職後の金融資産の活用方法については、「できるだけ多くの資産を自分のために使

うが、残った財産は相続に回す」62.4％、「できるだけ多くの資産を相続財産として残

す」26.6％、「自分のために全部使う」11.0％となっている。 

 

属性別に見ると、富裕層はできるだけ多くの資産を相続財産として残す（20.6%）が

高い一方で、富裕層以外では自分のために全部使う（29.0%）が高くなっている。また、

 どの属性においても、約 6割は「できるだけ多くの資産を自分のために使うが、残っ

た財産は相続に回す」ことを希望している。 

富裕層は「できるだけ多くの資産を相続財産として残す」ことを望む人が多い一方

で、50 代と富裕層以外は「自分のために全部使う」と回答する人の割合が高くなっ

ている。 



 

 

 

NFIリサーチ･レビュー 

2007年 特別号 vol.Ⅱ  

日興フィナンシャル･インテリジェンス

8.0%

20.6%

12.0%

9.3%

12.8%

8.8%

63.0%

60.3%

60.2%

66.0%

67.8%

55.3%

62.4%

29.0%

19.0%

27.7%

24.7%

19.5%

36.0%

26.6%11.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富裕層以外

富裕層

退職後

退職前

60代

50代

全体

できるだけ多くの資産を相続財産として残す

できるだけ多くの資産を自分のために使うが、残った財産は相続に回す

自分のために全部使う

9.4%

18.4%

17.5%

35.7%

29.0%

38.2%

52.6%

11.0%

62.5%

71.4%

75.0%

57.1%

58.1%

50.0%

66.7%

42.1%

62.4%

28.1%

10.2%

7.5%

7.1%

12.9%

11.8%

3.3%

5.3%

26.6%

30.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

60代金融資産1億円以上

60代金融資産5000万～1億円未満

60代金融資産3000万～5000万円未満

60代金融資産1000万～3000万円未満

50代金融資産1億円以上

50代金融資産5000万～1億円未満

50代金融資産3000万～5000万円未満

50代金融資産1000万～3000万円未満

全体

60代よりも 50代の方が自分のために全部使う（36.0%）が高くなっており、団塊世代

を含めたこれからの退職世代にとっては、金融資産を現金化するニーズが強まることが

想定される。 

 

 

（6）退職後の収支計画を立てていない人の現状とニーズ 

（4）で収支計画を立てていない（又は、立てていなかった）と回答した人を対象に、

その理由と、希望する提案・サービスについて質問した。 

 

①収支計画を立てていない理由 

 

 

収支計画を立てていないと回答した人に対し、その理由を質問したところ（複数回答）、

「年金等の収入で暮らしていけると思うから」39.9％が最も多く、続いて「将来の収入

（退職金・年金の受取額）が分からないから」33.8％、「収支計画をどうやって立てれ

 収支計画を立てていない理由は（複数回答）、「年金等の収入で暮らしていけると思

うから」が 39.9％と最も多くなっている。 

属性別に見ると、60代、退職後、富裕層においては、その割合がさらに高くなって

いる。一方、50代、退職前、富裕層以外では、「将来の収入（退職金・年金の受取額）

が分からないから」と回答する割合が高くなっている。 
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ばよいか分からないから」26.4%、「将来のことを考える余裕がないから」20.3％、「そ

の他」10.1％、「金融機関から使い勝手のよい提案・サービスがないから」6.8％となっ

ている。 

 

「その他」（自由回答）には、(ア)収支の見通しが分かっている上で収支計画を立て

る必要がないとする意見（今の資産情況で退職後の支出を十分賄えるから、だいたいの

収支がわかっているから）、(イ)自営業などにより生涯給料収入があるからという意見、

(ウ)足りなければ支出をへらせばよいとする意見、(エ)退職まで年数があるからという

意見、(オ)なるようにしかならないからといった成り行きに任せる意見などとなってい

る。 

 

9.8%

11.1%

11.1%

9.7%

11.1%

9.6%

10.1%

37.5%

47.2%

60.0%

31.1%

53.7%

31.9%

39.9%

16.7%

8.5%

6.8%

22.2%

28.7%

26.4%

41.5%

33.8%

23.2%

11.1%

15.6%

22.3%

18.5%

21.3%

20.3%

3.6%

3.7%

6.8%

6.7%

22.2%

28.2%

22.2%

27.7%
36.6%

25.0%

11.1%

43.7%

20.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富裕層以外

富裕層

退職後

退職前

60代

50代

全体

将来のことを考える余裕がないから

将来の収入（退職金・年金の受取額）が分からないから
収支計画をどうやって立てればよいか分からないから

金融機関から使い勝手のよい提案・サービスがないから
年金等の収入で暮らしていけると思うから

その他　　　
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属性別に見ると、60 代、退職後、富裕層において「年金等の収入で暮らしていける

と思うから」と回答する人の割合が高くなっている。一方、50 代、退職前、富裕層以

外において、「将来のことを考える余裕がないから」が高くなっている。この他、富裕

層において、「金融機関から使い勝手のよい提案・サービスがないから」（16.7%）と回

答する人の割合が、他の属性と比べて 2～5倍程度高くなっている。 

 

退職前と 50 代では「将来の収入（退職金・年金の受取額）が分からないから」（そ

れぞれ 43.7％、41.5%）が最も多くなっている。退職金・年金の受取額は、収支計画を

立てる上での基本的な情報である。今後は、企業において、これらの情報を、退職間際

の人だけではなく、50 代の人にも提供していくことが求められる。なお、公的年金に

ついては、平成 20年度より、加入者に対して保険料納付額と年金給付の見込み額を通

知する「ねんきん定期便」が全被保険者に対して提供される。 

 

②希望する提案・サービス 

 

 

(6)の①で「収支計画をどうやって立てればよいか分からないから」、「金融機関から

使い勝手のよい提案・サービスがないから」と回答した人に対して、どのような提案・

サービスがあれば良いと思うかについて質問したところ（複数回答）、「インターネット

で収支計画を提案するサービス」62.8%が最も高く、続いて、「当面のライフプランに

見合った資産形成の提案」55.8％、「退職金・年金の予想受取額の情報提供」39.5％、

「銀行、証券、保険商品を包括的に提供する金融サービス」30.2%となっている（「そ

の他」は 0％であった）。 

 

 収支計画を立てていない人で、かつ、(6)の①で「収支計画をどうやって立てればよ

いか分からないから」「金融機関から使い勝手のよい提案・サービスがないから」と

回答した人に対して、どのような提案・サービスがあれば良いと思うかについて質問

したところ（複数回答）、約 6割が「インターネットで収支計画を提案するサービス」

と回答した。 
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41.7%
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54.8%
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25.0%

32.3%

15.4%

36.7%
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41.7%

60.0%

55.8%

41.7%

46.7%

39.5%

61.3%

46.2%

64.5%

33.3%

23.1%

51.6%

8.3%

38.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

富裕層以外

富裕層

退職後

退職前

60代

50代

全体

退職金・年金の予想受取額の情報提供

当面のライフプランに見合った資産形成の提案

銀行、証券、保険商品を包括的に提供する金融サービス

インターネットで収支計画を提案するサービス

 

 

属性別に見ると、50代と退職前では、「当面のライフプランに見合った資産形成の提

案」が最も高く、また、「退職金・年金の予想受取額の情報提供」を希望する人も多く

なっている。 

 

また、「インターネットで収支計画を提案するサービス」と回答する人の割合は、60

代、退職後、富裕層以外においてより高くなっている。欧米では、金融機関や独立系の

フィナンシャル・プランナー（FP）等から、インターネット上で収支計画をシミュレー

ションすることができるサービスや計算ソフトが数多く提供されているが、日本ではそ

うしたツールがあまり提供されていない。今後は、こうしたツールの開発・提供が金融

機関等に求められているといえる。 

 

富裕層の回答を見ると、希望する提案・サービスに関する特徴が見られない結果と

なっており、ここで取り扱った選択肢以外提案・サービスに対するニーズがあることが

考えられる。 
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3．考察 

本意識調査より、次の点が明らかになった。本調査と博報堂が 2005年に実施した『富

裕層ライフスタイル調査』2結果（以下、「博報堂調査」）を比較すると、類似の結果が

示されている点が注目される。 

 

・ 60代と富裕層の 4分の 1は、給料と年金等の収入という複数の収入源を持って

いる。 

 

・ 退職後に適当と考える生活費は、金融資産残高の違いによる意識差があまり見

られない。 

 

・ 退職後の金融資産の使い道は、資産運用へのニーズが最も高くなっており、運

用先は、株式投資が最も多く、続いて、投資信託、預貯金が多くなっている。 

*博報堂調査によると、資産運用・管理についてどの程度興味があるかを質問したところ、

50 代の 64.8%、60 代の 60.9%が「興味がある」（「とても興味がある」と「やや興味

がある」の合計）と回答している。世帯年収や金融資産残高が高いほど、資産運用・管理

への興味が高くなっている。 

*博報堂調査によると、取引金額が多い金融商品（上位 3 つまで）については、「普通預金」

35.4%、「株式取引」21.9%、「定期預金」17.8%、「大口定期預金」15.1%が多くなっ

ている。また、今後、1 年以内に増やしたい商品は、「株式取引」18.8%、「株式投信」

9.8%「大口定期預金」6.6%、「外貨預金」6.5％となっている。 

 

・ 退職世代の 64％が退職後の収支計画を立てている。 

 

・ 退職後の収支計画を立てた人の 8 割近くは、金融機関には相談せずに収支計画

を立てている。収支計画のアドバイザーとして金融機関が果たしている役割は

限定的となっている。 

*博報堂調査によると、資産の運用や管理等、お金のことを相談する人は誰かについて質問

したところ、「税理士・会計士」37.7%、「金融機関のアドバイザー」34.6%、「配偶者

（夫・婦）」28.6%が高くなっている一方で、「相談していない」人も 21.8%を占めてい

る。また、「プロの有料アドバイザー（フィナンシャルプランナー）」は 8.1%となってい

る。 
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・ 収支計画を立てる際に金融機関から受けた提案・サービスの内容は、特に富裕

層の場合、定期分配型投資信託とポートフォリオの提案・サービスが非常に多

い。 

 

・ 退職後の金融資産の活用方法として、富裕層は「できるだけ多くの資産を残す」

ことを望む一方で、50代と富裕層以外は「自分のために全部使う」ことを望ん

でいる。 

 

・ 収支計画を立てていない理由は、「年金等の収入で暮らしていけると思うから」

が 39.9％と最も多く、特に 60代、退職後、富裕層においては、その割合がさら

に高くなっている。一方、50 代、退職前、富裕層以外では、「将来の収入（退

職金・年金の受取額）が分からないから」と回答する割合が高くなっている。 

 

・ 収支計画を立てていない 60 代、退職後、富裕層以外は、「インターネットで収

支計画を提案するサービス」を求めている。 

*博報堂が 2006 年に実施した『富裕層情報生活調査』3 によると、富裕層のインターネッ

トの 3 ヶ月間の利用者は 84.7％となっている。 

 

 

                                                
1 財団法人生命保険文化センターが実施した意識調査（『生活保障に関する調査』(平成 16年)）によると、最低日常生
活費として平均月 24.2万円、ゆとりある生活費として平均月 37.9万円が必要となっている。ゆとりのための上乗せ
額については、「10～15万円未満」が最も多く（37.6％）、その使途は、｢旅行やレジャー｣（66.1％）、｢趣味や教養｣
（54.4％）、「身内とのつきあい｣（49.9％）となっている 
（出所：http://www.jili.or.jp/lifeplan/event_type/lifesecurity/oldage/5.html）。 
2 博報堂の『富裕層ライフスタイル調査』（2005年実施）は、2005年 5月に告示された首都圏、京阪神圏、中京圏在住
の高額納税者 1万人を対象に、郵送による調査を行っている（有効回答数 602、回答率 6.02％）。なお、高額納税者
は、2006年以降は非公開となっており、同リストを用いて実施された富裕層に関する大規模な調査は、この博報堂
の調査が最後の調査となっている。 

3 本調査は、前掲注 2調査の回答者のうち、今後のアンケートに協力する意向を示した人を対象に実施している。 


